
1 序論 

1.1 研究背景 

 近年，地方銀行は人口減少やマイナス金利など，

様々な構造的要因により厳しい経営環境に直面してい

る．地方銀行の当期純利益は，2008年のリーマンショ

ック以降堅調に増加しているが，一時的な変動要因を

取り除いた本業の実質的な収益力を示す「コア業務純

益」の推移を確認すると，2006年ごろから伸び悩んで

いる 1)．それに伴い，地方銀行同士による合併・経営

統合が相次いでいる．全国銀行協会の資料 2)を参考に，

以下の Table 1，Table 2に 2004年からの地方銀行によ

る合併・経営統合の事例をまとめた．  

Table 1:近年の地方銀行の合併の事例 

 

Table 2:近年の地方銀行の経営統合の事例 

 
1.2 先行研究と課題 

大里らの研究 3)では，地方銀行の経営統合は経営効
率改善の有効な戦略となっているかを，ダイナミック

ネットワーク DEA を用いて定量的に評価している．
その結果，経営統合が経営効率改善の有効な手段とな
ることを示唆している．錦戸らの研究 4)では，リレー
ションシップバンキングの有効性およびリレーション
シップバンキングが地域経済へ与える影響を，エージ
ェントベースモデリング(以後 ABM)を用いて分析し
ている．その結果，貸手の不良債権比率を低下させる，
また顧客の囲い込みが貸出金額の増加につながらない
など，リレーションシップバンキングの特徴と課題を
示した．また，小倉らの研究 5)では，金融機関の統合
が「ソフトな情報」の生産に与える影響を統計的に計
測している．ここで，ソフトな情報とは，検証可能な
形で第三者に伝達することが困難な情報を指しており，
例えば起業家の能力・事業意欲や，従業員の士気など
が挙げられる．リレーションシップバンキングでは，
貸手はこのソフトな情報を用いて借手に融資するかを
判断する．研究の結果，銀行の統合がソフトな情報の
生産に負の影響を与えることを指摘した． 

しかしながら，合併・経営統合による借手との情報

の非対称性への影響等の分析は実証分析での取り扱い

が困難であり，新たな分析手法の開発が求められてい

る．また，合併・経営統合の総合的な経済効果を評価

する際には，情報生産への影響とシナジー効果による

効率性の向上を同時に考慮するような包括的な分析が

必要であると述べられている 5)． 

1.3 研究目的とアプローチ 

 本研究では複雑かつ動的な分析が可能である ABM

を用いて，合併・経営統合の総合的な影響を分析でき

る資金調達市場のモデルの作成を行い，金融機関の経

営効率や中小企業に与える影響を分析する． 

2 地方銀行について 

2.1 地方銀行の定義 

日本銀行の定義によると，地方銀行とは全国地方銀

行協会および第二地方銀行協会に加盟している銀行を

指し，国内には 64行の地方銀行と 41行の第二地方銀

行が存在する．金融庁が 2003年に発表した「リレーシ

年 新銀行名 存続会社 消滅会社

2004 西日本シティ 西日本 福岡シティ
2010 筑波銀行 関東つくば 茨城
2010 池田泉州銀行 池田 泉州
2012 十六銀行 十六 岐阜
2013 紀陽銀行 紀陽 紀陽HD

年 統合持ち株会社 主要子会社

2004 ほくほくFG 北海道・北陸
2006 山口FG 山口・もみじ
2007 ふくおかFG 福岡・親和・熊本
2009 フィデアHD 北都・庄内
2012 じもとHD きらやか・仙台
2015 九州FG 肥後・鹿児島
2016 めぶきFG 足利・常陽
2016 コンコルディアFG 横浜・東日本
2016 東京TYFG 東京都民・八千代・新銀行東京
2016 トモニHD 徳島・香川・大正

2018(予定) 第四北越FG 第四・北越
2018(予定) 三十三 三重・第三
2018(予定) 関西みらいFG 近畿大阪・関西アーバン・みなと
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ョンシップバンキング機能強化に関するアクションプ

ログラム」で地域金融機関の貸出業務が注目された． 

2.2 金融機関の貸出方法 

金融機関の貸出方法を大きく２つに分けるとリレー

ションシップバンキングとトランザクションバンキン

グに分類できる．金融庁によると，リレーションシッ

プバンキングとは「金融機関が顧客との間で親密な関

係を長く維持し，それにより顧客に関する情報を蓄積

し，この情報を基に貸出等の金融サービスの提供を行

うことで展開するビジネスモデル」である．一方でト

ランザクションバンキングは，「一人の顧客との一回

限りの取引や，様々な顧客との複数回の同一の取引」

であり 6)，貸手は財務諸表など定量的なハード情報に

基づき，個々の取引の採算性を重視した貸出を行うビ

ジネスモデルである．トランザクションバンキングは

大企業向けの財務諸表準拠貸出，一定規模以上の中堅・

中小企業向けの資産担保貸出，消費者金融において用

いられている貸出技術を中小企業向けに適応したクレ

ジットスコアリングの 3つに分類されている 7)． 

2.3 地方銀行の統合形態とシナジー効果 

近年よく見られる金融機関の統合の形態は，合併と

持ち株会社設立による経営統合である．宮田ら 8)によ

ると，一般に合併・経営統合した際に発揮できるシナ

ジー効果にはトップダウン・シナジーとコストダウン・

シナジーがある． 

トップダウン・シナジーとは，合併・経営統合後の

経営資源の結集によりこれまで獲得できなかったビジ

ネス機会を得ることで収益面でより大きな利益を得る

ことを目的としている．具体的には，規模の経済性の

獲得，顧客基盤やノウハウの共有などが挙げられる． 

一方でコストダウン・シナジーは経営統合後の傘下

各行に重複する業務や機能を集約し，コスト削減を図

ることを目的としている．具体的には，店舗・施設の

統廃合，システムの共有化，業務プロセスの統一など

が挙げられる． 

2.3.1 合併の特徴 

合併では，複数の企業が資本的，組織的に一つにな

るので，業務・システム・人事組織・企業文化の衝突

など各社間の摩擦が生じやすい．しかし，その衝突を

抑え上手く混ざりあえばシナジー効果の創出や大幅な

重複業務の排除によるコストカットなど，経営の効率

化に寄与する部分が多い．合併により消滅する企業を

消滅会社，存続する企業を存続会社という． 

2.3.2 経営統合の特徴 

経営統合は，複数の企業が共同で持株会社を設立し，

傘下に入ることで経営面での統合を狙う方法である．

企業は持ち株会社の傘下に存続するため，合併と比べ

て各社間の摩擦を軽減できる．しかし，各社の経営の

独自性を確保する分，踏み込んだコストカットができ

ず，合併に比べ得られる効果が少ない場合がある．ま

た，重複業務が排除できないため，傘下の企業同士が

競合関係の状態で存在するという可能性もある． 

2.4 地方銀行のカテゴリー分類 

星 9)は，地方銀行の再編が相次いでいるものの銀行

によって直面している経営環境は異なり，それにより

再編の必要性も異なると述べている．そこで，地方銀

行を３つのカテゴリーに分類し，カテゴリー毎に再編

のパターンを提案している．カテゴリーの概要を以下

に示す． 

Table 3:カテゴリーの概要 

 
 本研究のモデルでは，銀行に上記のカテゴリーの

概念を導入し，様々な統合のパターンによる影響を分

析する．また，3 章で詳細を述べるが，カテゴリーに

よって貸手の行動が異なるようにモデルを作成した． 

3 資金調達市場のエージェントベースモデル 

3.1 モデル概要 

本研究では，錦戸らの研究 4)のモデルを基本的な枠

組みとし，銀行のカテゴリー追加による貸手のバリエ

ーションの増加，また合併・経営統合を追加したモデ

ルとなっている．錦戸らのモデルは借手企業が貸手の

金融機関から資金調達を行う資金調達市場モデルであ

る．以下に概念モデルを示す． 

 
Fig. 1:概念モデル 

借手エージェントは中小企業を表し，市場には 1000

社存在する．また，貸手は銀行に所属する銀行員を表

す．銀行は最大で 5 行が市場に存在し，1 エージェン

トが 40社の中小企業を担当する．300ステップを 1期

間として，1500ステップまでの 5期間を分析の対象と

する．銀行 A~Eの 5行のうち，Aはカテゴリー1，B,C

はカテゴリー2，D,Eはカテゴリー3である．半分の 750

ステップの時点でシナリオに応じて銀行の合併，経営

統合を行う．次節から，借手集団(3.2節)と貸手集団(3.3)

節に分けてモデルの詳細を説明する． 

3.2 借手集団(中小企業) 

3.2.1 借手集団の初期パラメータ生成 

カテゴリー 概要

1
3大都市圏，地方中枢都市，茨木県，静岡県を拠点とする

大規模・中規模(総資産額1~70位)の地方銀行

2 地方圏(上記以外)の地方銀行の中で資産規模が地元トップ

3
小規模(総資産額71~105位)の地方銀行および地方圏の地元

トップ以外の地方銀行
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錦戸ら 4)の基本モデルを用い，借手集団のパラメー

タを設定する．企業は自らの信用力に関してハード情

報𝑖ℎとソフト情報𝑖𝑠を持つ．ハード情報は財務諸表な

どの定量的な情報を表し，30 から 100 の間の一様乱

数により与えられるものとする．ソフト情報は外部か

ら獲得が困難な内部情報を表し，-30から 30までの一

様乱数により与えられる．これら二つの合計が企業の

信用力であり，この値が高いほど信用力が高い．ハー

ド情報とソフト情報は300ステップごとに以下の式に

従って更新される．t期におけるハード情報 t

hi 、ソフト

情報 t

si はそれぞれ以下の通りである．  

h

t

h

t

h Mii   10/1
   (1) 

s

t

s

t

s Mii   10/1
   (2) 

である．ここで、 0M (通常時), 20 (不況時)であ

り， 5,5  sh   である． 

3.2.2 売上高設定 

企業の売上高 y は企業ごとに異なる．具体的には以

下の式で決定する． 

Yy y       (3) 

ここで， 10  y である．Y=2500の場合，売上規

模が小さい場合と大きい場合の中間的な性質を持つ 4)

ため，第 5章の実験では Yを 2500に設定している． 

3.2.3 資金需要設定 

資金需要 d は売上高 y に応じて決定される．具体的

には以下の式で決定する． 

dd kyd       (4) 

ここで， 10  d ， 1.0dk である．錦戸ら 4)の「競

争モデル」から借入がない場合は 100 ステップごと，

借入がある場合は最後の借入から100ステップが経過

した場合に資金需要が発生するとした． 

3.2.4 売上高成長 

銀行からの借入額 l に応じ売上高 y が成長する．成

長後の売上高を yとすると，以下の式で決定する． 

lyy l       (5) 

ここで， 21  l である． 

3.2.5 倒産判定 

企業の信用力を基に算出された値が一定の水準を下

回ると倒産する．具体的には， 

thshi kii  )(     (6) 

ならば企業は倒産する．ここで， 10  i であり，

001.0thk である． 

3.3 貸手集団(銀行員) 

錦戸ら 4)のモデルでは，金融機関に所属する貸手エ

ージェントの数は 25 に固定されていた．本研究では

カテゴリーに応じてエージェントの数が異なるように

設定している．具体的には，国内の地方銀行，第二地

方銀行を Table 3の基準に基づいてカテゴリー分けし，

平成 29 年 3 月期の国内の支店数をもとに，貸手エー

ジェントの数をカテゴリー１：25，カテゴリー２：21，

カテゴリー３：12と設定した．また，資産規模の大き

いカテゴリー１，２の銀行は，企業と接触する際売上

高の大きい企業と優先的に接触できる．カテゴリー３

の銀行はランダムに接触する企業を選択する．  

3.3.1 貸手集団の初期パラメータ生成 

各貸手エージェントは，初期設定において担当する

40社，また以下で述べるようにリレーションシップバ

ンキングとトランザクションバンキングの貸出審査ハ

ードルを決定する． 

錦戸らのモデルでは，各エージェントはリレーショ

ンシップバンキングかトランザクションバンキングの

どちらかのみの貸出しか行わなかったが，本研究のモ

デルでは確率 rp でリレーションシップバンキングを，

確率 tp でトランザクションバンキングを選択する．こ

こで， 1 tr pp である． rp ， tp の値は，カテゴリー

により異なる．詳細な設定方法については 4.1 節で述

べる． 

3.3.2 リレーションシップバンキング 

リレーションシップバンキングでは，貸手エージェ

ントは借手企業との親密な関係構築を試みる． 

まだ貸出を行っていない企業と接触すると，その企

業との面談回数 nを 1増加させ，面談回数が 3未満で

あればその企業との取引は行わない．面談回数が 3に

なった場合にはその企業のハード情報とソフト情報を

得ることができ，貸出審査を実施する．貸出審査ハー

ドル rj が大きいほど貸出審査は厳しくなる．具体的に

は， 

Mkj ur      (6) 

で貸出審査ハードルが決定され， uk =50である．企

業の信用力が貸出審査ハードル以上であれば貸出を行

い，貸出金額は企業の資金需要 d ，貸出期間は 1期間

以上 10 期間以内でランダムに決定，貸出金利 rr は企

業の信用リスクスプレッド rc と利鞘スプレッド rp を

基に決定される．具体的には， 

rrr pcr      (7) 

であり， )/( shrr iikc  ， 3.0rk ，𝑝𝑟 = 2(%)であ

る．貸出金利は 1期間の利率として，貸出から 300ス

テップが経過した際に，貸出残高×貸出金利÷100 を

企業から徴収する． 

3.3.3 トランザクションバンキング 

トランザクションバンキングでは，貸手エージェン

トは一度の接触で貸出可能かを定量的に判断する． 

まだ貸出を行っていなく，かつ同一期間内に接触し

ていない企業を選ぶと，ハード情報のみを取得し，貸

出審査を実施する．貸出審査ハードル tj が大きいほど
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貸出審査は厳しくなる．具体的には， 

Mkj
vt
     (8) 

で貸出審査ハードルが決定され， vk =30である．企

業の信用力が貸出審査ハードル以上であれば貸出を行

うが，貸出金額には上限(30)が設けられている，貸出

期間は 1 期間以上 10 期間以内でランダムに決定，貸

出金利 tr は企業のハード情報と利鞘スプレッド tp を

基に決定される．具体的には， 

hgtt ikpr /     (9) 

であり， 30gk ，𝑝𝑡 = 4(%)である．  

3.3.4 貸倒引当金計上 

企業が借入額の返済途中で倒産した場合，その時点

での貸出残高を貸倒引当金として計上する． 

3.3.5 合併 

貸手エージェントが所属する銀行の合併を行う場合

のタイミングは全ステップの半分の 750ステップが終

了した時点である．合併では重複業務の排除，貸出方

法の統一，ブランド力の活用をモデルに組み込んだ．

重複業務の排除では，存続銀行と消滅銀行に同一の業

務を行う(同じ 40社を担当する)エージェントがいた場

合，どちらかを消滅させる．その際，消滅したエージ

ェントが持っていた内部モデルは残ったエージェント

に引き継がれない．貸出方法の統一では，消滅銀行の

すべてのエージェントは存続銀行のエージェントと同

じ確率で貸出方法を選択するようになる．また，ブラ

ンド力の活用では，カテゴリー３の銀行がカテゴリー

１，２の銀行と合併した場合は相手のブランド力を活

用できると仮定し，接触する借手を選ぶ際に売上規模

の大きい企業と優先的に接触できるようになる． 

3.3.6 経営統合 

貸手エージェントが所属する銀行の経営統合を行う

場合のタイミングも合併と同様に 750ステップが終了

した時点である．経営統合では，複数の企業を持株会

社傘下に残すため，合併よりもコスト削減を行いづら

い現状を勘案し，合併の半分の確率で重複業務の排除

を行う．また，経営統合では経営の独自性を保つこと

が多いため，貸出方法の選択確率は傘下の企業間で統

一しない．ブランド力の活用では合併と同様である． 

なお，今回のモデルでは，一般的に金融機関の合併・

経営統合に伴うと言われている効果のうち組み込んで

いないものもある．例えば，2.3節で述べたシナジー効

果の説明におけるコストダウン・シナジーの一例とし

て，管理部門などの本部機能の集約によるコスト削減

がある．しかし，本研究では銀行の融資機能にのみ焦

点を当てたモデルとなっている．別部門も含めた詳細

なモデル設計は今後の課題とする． 

また，中小企業庁 10)によると，1988 年度から 2001

年度における都市銀行・地方銀行・第二地方銀行のう

ち合併した銀行の中小企業向け貸出比率の前年度対比

増減率は，合併後 2%以内に収まっている．つまり，合

併・経営統合により融資行動が極端に活発になること

は確認されていない． 

4 パラメータ値の設定と妥当性検証 

4.1 貸手集団に関するパラメータの設定 

リレーションシップバンキングを選択する確率を以

下のように決定した．井上 11)による金融機関開示項目

からの貸出の分類によると，地方銀行の貸出において，

大企業向けは担保なし(信用)による財務諸表準拠貸出，

中小企業向けは信用によるクレジットスコアリング，

保証制度を利用した貸出，リレーションシップ貸出(信

用，不動産担保)，資産担保貸出，また個人向けは保証，

不動産担保を基にした住宅ローンである．錦戸のモデ

ルにおけるトランザクションバンキングは，中小企業

向けでハード情報を用いた貸出という性質から，井上
11)の分類の中のクレジットスコアリング，リレーショ

ンシップバンキングであると判断した．国内の地方銀

行の平成 29 年度のディスクロージャー誌の開示項目

から，カテゴリー毎にリレーションシップ貸出残高𝑙𝑟
とトランザクション貸出残高𝑙𝑡を算出し，その比率に

応じて各貸出手法を選択するようにパラメータを設定

した．なお，ディスクロージャー誌では貸出残高の担

保別内訳は公表されているが，例えば信用による貸出

の中で何割は財務諸表準拠貸出で何割はクレジットス

コアリングかといった内訳は公表されていない．その

ため，以下の仮定をおいて各手法による貸出残高を類

推した．まず，大企業向けの貸出残高を財務諸表準拠

貸出残高と仮定した．クレジットスコアリングに関し

ては，増田ら 12)の，「金融機関がクレジットスコアリ

ングの適用対象として想定しているマーケットは，中

小企業向け貸出全体の 10~30%」，「スコアリングモデ

ルを自前で構築する場合，多額のシステム投資が必要

とされるため，規模の経済性が働く大手金融機関に比

較優位がある」ということから，中小企業向け貸出残

高の 10~30%をトランザクション貸出残高 tlとし，規模

が大きい銀行ほどその割合を高く設定した．具体的に

は，カテゴリー1の場合中小企業向け貸出の 30%，カ

テゴリー2の場合 20%，カテゴリー3の場合 10%であ

る．この値の精緻化は今後の課題とする．保証，担保

による貸出は中小企業向けもしくは個人の住宅ローン

向けの場合がある．そのため，全国地方銀行協会 13)に

よる資料での「中小企業向け貸出のうち 14.5%が保証

制度利用」ということを参考に各銀行の中小企業向け

貸出残高のうち 14.5%を保証による貸出とした．また，

不動産以外の担保による貸出は資産担保貸出と仮定し

た． 

以上の仮定をもとにリレーションシップ貸出の選択

確率を類推した結果，カテゴリー１では 0.64，カテゴ
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リー２では 0.76，カテゴリー３では 0.88となった． 

4.2 妥当性検証 

 本研究では錦戸ら 4)の資金調達市場を基本的な枠組

みとしている．また，銀行の合併・経営統合の際のモ

デルは宮田らの資料 8)をもとに作成している．貸手の

バリエーション導入には星 9)による地方銀行のカテゴ

リー分類を用いている．本研究では，合併，経営統合

が各貸出手法の貸出期間や貸出利率等に影響を与えな

いことを前提にしている．以上によりモデルの内的妥

当性を確保した． 

5 シナリオ設定とシミュレーション実験 

5.1 統合形態による戦略シナリオ 

 本節では，本研究の目的である地方銀行の合併・経

営統合が地方銀行の経営と中小企業による地域経済へ

与える影響を分析する．錦戸ら 4)は自身の研究の課題

の１つに貸手のバリエーションの増加を挙げている．

また，星 9)は銀行により置かれている経営環境が異な

るため一概に経営の方向性を提案することはできない

と述べている．そこで本節では星 9)の地方銀行の再編

パターンに基づき，合併・経営統合の形態による影響

を分析する．以下にシナリオをまとめた． 

Table 4:シナリオ番号 

 

 シナリオ 1 から 3 はカテゴリー3 の小規模な銀行が

カテゴリー1,2,3の各銀行と合併を行うシナリオ，シナ

リオ 4 はカテゴリー2 の地方圏を拠点とする大規模な

銀行同士の合併，シナリオ 5 はカテゴリー3 の銀行同

士の経営統合，シナリオ 6 はカテゴリー2 の銀行同士

の経営統合である． 

5.2 分析結果 

5.2.1 統合形態が銀行の経営効率に与える影響 

ここでは，市場全体のマクロ経済の状態を表す変数

M＝0 と－20 の状態での，２行での合併・経営統合が

銀行の経営効率に与える影響を分析する．まず，M=0

の場合で実験を行う．経営効率の評価は合併・経営統

合が行われる場合と行われない場合の，合併・経営統

合に関与する銀行の１エージェント当たりの金利収入

の差によって比較する．全国銀行協会 14)によると，銀

行の経常収益は資産運用収益，役務取引等収益，特定

取引収益，その他業務収益，その他経常収益の 5つに

分類され，貸出金利息は資産運用収益に含まれる．本

研究のモデルでは銀行の営業活動としてコア業務であ

る融資行動を分析の対象としており，その融資による

金利収入を参考指標とする．その他の行動やそれに伴

う収入を含めた詳細な分析は今後の課題とする．合併，

経営統合が行われない場合の１エージェント当たりの

金利収入は，関与する銀行の金利収入の合計を所属す

るエージェント数の合計で割った値とする． 

100 試行を行い合併・経営統合の有無によるエージ

ェント当たりの金利収入の増加額をプロットしたもの

を以下に示す． 

 

Fig. 2:１エージェント当たりの金利収入増加額(M=0) 

シナリオ 1から 4の合併を行う場合を比べると，シ

ナリオ 4の大規模な銀行同士が関与する合併での金利

収入の増加額が大きい．しかし，シナリオ 3のように

小規模な銀行同士の合併でもシナリオ 1と同程度の金

利収入の増加額を得られている．また，経営統合のシ

ナリオで比べると，シナリオ 6の大規模な銀行同士の

方が小規模な銀行同士の経営統合よりも金利収入の増

加額が大きい．そこで，合併・経営統合による重複排

除の量と金利収入の増加額の関係を調べるために，各

シナリオにおける排除したエージェントの数の平均，

排除したエージェント数が合併・経営統合後の銀行員

に占める割合，また金利収入の増加額と排除したエー

ジェント数の相関係数をまとめた表を以下に示す． 

Table 5:金利収入の増加額とエージェント排除数の関係 

 

シナリオ 1ではカテゴリー1の銀行に 25人のエージ

ェントが所属しており，すべての試行において 12 エ

ージェントの排除が行われるため，相関係数は算出さ

れていない．この表から分かるのは，シナリオ 3,5,6な

ど排除したエージェントの割合が少ないシナリオにお

いては金利収入の増加額と排除したエージェント数の

相関が強く，シナリオ 2,4 のように排除したエージェ

ントの割合が高いシナリオにおいては相関が弱いこと

である．具体的に，排除するエージェントの割合が最

も高いシナリオ 4と最も低いシナリオ 5におけるエー

ジェントの排除数と金利収入の増加額の関係を表す散

布図は，以下のようになる． 

シナリオ番号 統合形態 関与銀行 カテゴリー 関与銀行 カテゴリー

1 合併 A 1 D 3

2 合併 B 2 D 3

3 合併 D 3 E 3

4 合併 B 2 C 2

5 統合 D 3 E 3

6 統合 B 2 C 2

シナリオ 1 2 3 4 5 6

平均排除数 12.0 10.0 5.7 17.5 2.9 8.9

割合(%) 32.4 30.2 23.8 41.8 12.2 21.1

相関係数 - 0.491 0.700 0.277 0.939 0.962
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Fig. 3:排除したエージェント数と金利収入の関係(シナリオ 4) 

 

Fig. 4:排除したエージェント数と金利収入の関係(シナリオ 5) 

シナリオ 4 では，相関係数は約 0.277 であり，非常

に弱い相関となっていることが分かる．一方で，シナ

リオ 5 の場合，相関係数は約 0.939 で，排除するエー

ジェント数が多いほど１エージェント当たりの金利収

入は改善する傾向が分かる．これは，ある一定の基準

まではエージェントの排除による効率化があるが，あ

る基準を超えるとその効果が薄くなることが予想され

る．また，本研究のモデルでは，カテゴリー3 の小規

模な銀行が大規模，中規模の銀行と合併すると業務の

統一により少額な貸出が中心であるトランザクション

バンキングを選択する確率が高くなる．その影響も受

けて，シナリオ 1,2 の合併による経営効率の改善効果

がシナリオ 3の合併よりも相対的に小さくなっている

と考えられる． 

続いて，マクロ経済状態M=－20(不況時)の場合での

２行での合併・経営統合が銀行の経営効率に与える影

響を分析する．評価指標は M=０の場合と同じく各シ

ナリオにおける１エージェント当たりの金利収入の増

加額である．100 試行を行い，それらの結果をプロッ

トしたものを以下に示す． 

 
Fig. 5:１エージェント当たりの金利収入増加額(M=－20) 

Fig. 2と比較して，全体的な傾向は同じであるものの，

すべてのシナリオにおいて１エージェント当たりの金

利収入の増加額が減少していることが分かる．これは，

経済状態の悪化が企業の信用力を上がりにくく，また

銀行の貸出審査ハードルを高くし，貸出に消極的にな

った結果だと考えられる．つまり，銀行の経営の観点

から見れば，不況時はそうでない時に比べ貸出の機会

が減り，合併・経営統合による重複業務の排除による

効率化の効果が薄れるということが言える．また，経

済状態が通常であるときに比べて，シナリオ 1におけ

る金利収入の増加額の上昇幅が小さい．これは，合併

によるブランド力の活用により売上高の高い企業に優

先的に接触できるようになったものの，企業への貸出

ハードルが高く，貸出の機会を活かせなかったことが

原因であると考えられる． 

5.2.2 統合形態が中小企業に与える影響 

ここでは，マクロ経済状態 M=０の場合の２行の合

併・経営統合が中小企業に与える影響を分析する．中

小企業の売上高は，借入額に応じて成長する．また貸

出の中でもトランザクションバンキングは少額の貸出

であるが，リレーションシップバンキングは高額の貸

出も可能であり，中小企業に与える影響が大きいと考

えられる．そのため，各シナリオにおける合併・経営

統合に関与する銀行のリレーションシップ貸出残高と

合併・経営統合が行われない場合のリレーションシッ

プ貸出残高を比較し，100 試行分のリレーションシッ

プ貸出残高の増加額をプロットしたものを以下に示す． 

ここで，リレーションシップ貸出残高とは銀行員エー

ジェントがリレーションシップバンキングを選択して

貸し出した資金の残高である．  

 
Fig. 6:リレーションシップ貸出残高増加額(M=0)  

シナリオ 1から 4の合併を行う場合を比較すると，

規模の大きい銀行が関与するほどリレーションシップ

貸出残高が減少していることが分かる．これは，規模

の大きい銀行ほど重複の割合が高く，エージェントが

排除されやすいので貸出の機会が減少してしまうこと，

またカテゴリー3 の銀行がカテゴリー1,2 の銀行と合

併するとリレーションシップ貸出比率が下がることが

原因として考えられる．シナリオ 5,6 の経営統合の場

合を比較しても規模の大きい銀行が関与するほど減少

額が大きい．一方で，シナリオ 3では減少よりも増加

する場合が多い．その理由を考察するため，排除した
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エージェントの数とリレーションシップ貸出増加額の

関係を表す散布図を示す． 

 

Fig. 7:排除したエージェント数とリレーションシップ貸出残高増加額  

 Fig. 7 から，排除するエージェントの数が多いほど

リレーション貸出残高は減少することが分かるが，一

定の値まではエージェントを排除しても貸出残高が増

加していることが分かる．これは，一定のエージェン

トの排除が競争環境の緩和等を導き貸出の機会が増え

ていることを示唆していると考えられる． 

続いて，経済状態が不況時の場合の統合形態による

中小企業への影響を分析する．M=0の場合と同様，各

シナリオにおける合併・経営統合に関与する銀行のリ

レーションシップ貸出残高と合併・経営統合が行われ

ない場合のリレーションシップ貸出残高の差を比較し，

100試行分の結果をプロットしたものを以下に示す． 

 

Fig. 8:リレーションシップ貸出残高増加額(M=－20) 

また，M=0と－20の場合を比較するために，各シナリ

オの 100試行の平均と標準偏差を Table 6,7に示す． 

Table 6:リレーションシップ貸出残高増加額の平均 

 

Table 7: リレーションシップ貸出残高増加額の標準偏差 

 

M＝0のときと傾向は同じであるものの，M=－20のと

きはシナリオ間におけるばらつきの差が少なく，増加

額も減少している．これは，不況により銀行が資金を

貸し出せる機会が全体的に少なくなっており，エージ

ェントの排除による貸出機会の損失が M=0 の場合に

比べて少ないからであると考えられる． 

 続いて，M=0とM=－20の場合の銀行の合併・経営

統合が中小企業の売上成長率に与える影響を分析する．

まず，M=0の状態において各シナリオで 100試行の実

験を行った際の各試行における中小企業の売上成長率

をプロットした図を以下に示す． 

 
Fig. 9:中小企業の売上成長率(M=0) 

本研究のモデルでは，中小企業の売上成長は借入額

に応じるようになっている．Fig. 9を見ると，規模の大

きい銀行が関与する合併・経営統合ほど売上成長率が

低いことが分かる．これは，排除されるエージェント

が多いため資金の供給が減ってしまうことが原因だと

考えられる．また，不況時(M=－20)の場合の各シナリ

オにおける中小企業の売上成長率の結果を 100試行分

プロットした図を以下に示す． 

 

Fig. 10:中小企業の売上成長率(M=－20) 

すべてのシナリオにおいて，M=0 の場合に比べて

M=－20 の場合の方が売上成長率が低くなっているこ

とが確認できる．不況時でも，通常時と同じく規模の

大きい銀行が関与する合併・経営統合の方が中小企業

の売上高の成長率が低くなっている．また，一番中小

企業の売上高成長率が高いシナリオ 3でも，合併によ

り排除するエージェントの数が多いと22%を切り他の

シナリオよりも効果が低くなることが分かった． 

続いて，M=0の場合とM=－20の場合での銀行の合

併・経営統合が中小企業の倒産数に与える影響を分析

する．まず，M=0の状態で実験を行う．以下に各シナ

リオで 100試行の実験を行った際の各試行における中

小企業の倒産数をプロットした図を以下に示す． 

シナリオ番号 1 2 3 4 5 6

M=0 -3403.52 -1972.84 1051.63 -3556.13 -744.54 -2543.09

M=－20 -1114.79 -550.81 562.56 -1109.05 -236.50 -923.88

シナリオ番号 1 2 3 4 5 6

M=0 877.42 1123.45 1099.09 1054.12 891.62 1090.26

M=－20 459.66 594.12 622.55 547.57 450.66 536.63
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Fig. 11:中小企業の倒産数(M=0) 

すべてのシナリオ間で，優位水準 5%で t検定を行っ

た結果，有意差が見られたのはシナリオ 1とシナリオ

2の組み合わせにおいてのみであった． 

また，M=－20 の場合の各シナリオにおける倒産企

業数の結果を 100試行分プロットした図を以下に示す． 

 

Fig. 12:中小企業の倒産数(M=－20) 

すべてのシナリオにおいて，M=0 の場合に比べて

M=－20 の場合の方が倒産数が多いことが確認できる．

5%優位水準で t検定を行ったところ，すべてのシナリ

オの組み合わせにおいて有意差は見られなかった． 

通常，企業は資金繰りが悪化しショートすると倒産

を引き起こすが，今回のモデルでは企業の信用力をも

とに倒産の判断を行っている．企業の経済活動や倒産

判定のモデルの精緻化は今後の課題とする． 

6 結論 

本研究では，地方銀行の合併・経営統合が自社の経

営効率と中小企業に与える影響を分析した．経済状態

が通常の場合，合併・経営統合により排除できる重複

業務の量によって効率性は上がる傾向があるものの，

ある一定の基準を超えると排除に応じた効果が得られ

なくなることが分かった．不況時の場合も同様の傾向

が見られたが，不況時は企業の信用力が上がりにくく，

金融機関の貸出審査の基準が高くなり，全体的に貸出

額が減少するため，合併・経営統合における重複業務

の排除に応じた効果が得にくいことが分かった． 

統合形態によるリレーションシップ貸出残高への影

響を見ると，規模の大きい銀行が関与する合併・統合

の方が減少傾向が強かった．一定数のエージェントの

排除は競争環境の緩和を起こし貸出残高が増加するが，

ある基準を超えると貸出機会の減少により資金供給量

が下がることが分かった． 

リレーションシップ貸出額の変化に応じて，中小企

業の売上成長率に与える影響も変化することが分かっ

た．具体的には，資金供給が減りやすい大規模な銀行

の関与する合併・統合では売上成長率が上がりにくい． 

統合形態と中小企業の倒産数にほとんど優位な差が

見られなかったのは，モデルにおいて銀行の行動と企

業の倒産の関わり合いが薄いからであると考える． 

今後の課題として，金融機関の貸出モデルの精緻化

や，合併・経営統合による組織の変化や文化の衝突，

摩擦などを加えた新たな観点の追加が挙げられる． 
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